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「非好感度比べ」と化した大統領選と経済の回復
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概　　況
　2021年の国内政治では保守野党の勢力伸長が見られた。 3月に発覚した政府関
係機関職員による土地投機疑惑が痛手となり，与党は 4月のソウル市長選で敗北
を喫した。その後政界は2022年大統領選に向けて動き出した。与党は京畿道知事
の李
イ・

在
ジェ

明
ミョン

を候補に擁立した。保守野党では36歳の若い党代表が選出され，大統領
候補には検察改革で政権と対峙した尹

ユン・

錫
ソ

悦
ギョル

を擁立するなど，新風がもたらされた。
大統領選をめぐっては，李候補の新都市開発疑惑，尹候補の妻など親族をめぐる
疑惑などスキャンダル合戦の様相を呈した。年末にかけては新型コロナウイルス
感染者が急増し，医療がひっ迫した。
　経済は，前年に新型コロナの感染拡大を受けて大きく落ち込んだ個人消費や輸
出が力強い回復を示してプラス成長に転換した。労働市場の改善を含めて，景気
回復の進展には積極的な財政出動に基づく政府の景気対策が寄与した面が大き
かった。一方で，前年に大規模な緩和策が実施された金融政策は引き締めに転じ
るとともに，継続的な物価上昇によってインフレ懸念が高まった。流動資金が不
動産市場に流れ込み住宅価格を押し上げる構図は続き，政府の不動産対策は住宅
供給の拡大路線へ大きく舵を切った。また，所得主導から投資主導への成長戦略
の転換とあわせて，2021年には経済安全保障の強化に向けた動きも一層進んだ。
　対外関係では，文政権が南北関係の改善に依然熱心な姿勢を見せたものの北朝
鮮は反応せず，目立った動きはなかった。日韓関係は冷え込んだままの膠着状態
が続いた。 ₇月の東京五輪を機に文

ムン・

在
ジェ

寅
イン

大統領の訪日が企画されたが実現しな
かった。対米関係では，バイデン新大統領との首脳会談で韓国のこれまでの南北
関係・米朝関係での取り組みが評価され，関係が改善に向かった。対中関係では，
韓国が配備している終末高高度防衛ミサイル（THAAD）をめぐり，中国が大統領
選の論戦での関連発言にまで警告を発するなど，神経質な対応が見られた。

2021年の韓国
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国 内 政 治

不動産疑惑でソウル市長選に敗北した与党
　2021年前半の最大のトピックは 4月 ₇日に行われたソウル，釜山の 2大市長選
であった。この選挙は翌年の大統領選の前哨戦と位置付けられ，与党・共に民主
党にとってこの選挙での勝利は長期政権への重要な里程標であった。
　だが，文在寅政権は不動産問題に苦慮していた。前年に打ち出した住宅課税強
化，融資制限，家賃上限制などの実効が上がらず， 2月 4日の不動産対策では住
宅供給拡大へと方針転換することによって問題解決を図ろうとしていた。
　こうしたなか， 2大市長選を約 1カ月後に控えた 3月 2日に発覚したのが，
「LH疑惑」であった。国民への住宅供給を担当する公企業の韓国土地住宅公社
（LH）職員が，同社が手掛ける光明・始興新都市事業の区域内に100億ウォン以上
の土地を投機目的で先行取得していたという疑惑である。これを契機に政官界は
不動産投機をめぐって大きく揺れた。不正行為が進行していた時期に LH社長を
務め，国土交通部長官として文政権の住宅供給拡大策を主導していた卞

ビョン・チャンフム

彰欽が
3月12日に辞意を表明した。疑惑の余波は政権中枢にも及び，29日には文大統領
の腹心の金

キム・サンジョ

尚祖大統領府政策室長が更迭された。家賃上限制の発案者とされる彼
は，同制度施行の 2日前に自身の所有するマンションの入居者から家賃上限制の
制限を上回るチョンセ金（家賃代わりの保証金）を受け取っていた。
　不動産政策をめぐる文政権・与党への不信感が高まり， 2大市長選で与党・共
に民主党は大敗した。ソウル市長には最大野党「国民の力」の呉

オ・

世
セ

勲
フン

候補が約10
年ぶりに返り咲き，釜山市長も同党の朴

パク・ヒョンジュン

亨埈候補が当選した。

敗戦責任論で李在明一択化が進んだ与党
　地方再・補欠選で厳しい審判を受けた与党・共に民主党では敗戦責任論が台頭
し，選挙を指揮した李

イ・

洛
ナ

淵
ギョン

元首相の求心力が低下した。一方，選挙から距離を置
いていた李在明・京畿道知事の存在感が増した。 4月16日に首相と 5閣僚の交代
という大型の内閣改造が発表され， 5月 2日には与党の新しい党代表に非主流派
の宋
ソン・ヨンギル

永吉議員が選出された。
　この後与党内では大統領選公認候補者決定が焦点となった。直截な発言と地方
首長としての行動力で以前から知名度の高かった李在明知事の優勢は変わらず，
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李知事は10月10日に大統領選の公認候補に選ばれた。しかし全国構図で見た場合，
大統領候補としての李在明への支持はやや広がりに欠けた。文政権への支持率は
コロナ防疫への評価により 3割台後半で堅調に推移したが，李在明への支持率が
これを超えることはなかった。大統領候補擁立以降は進歩層を何とかまとめたも
のの，無党派層の取り込みは進展しなかった。

2 大市長選勝利で勢いに乗り新風が吹く保守野党
　 2大市長選で勝利した保守の最大野党「国民の力」では，朴

パク

槿
・ク

恵
ネ

以前の時代を
象徴する古い世代に代わって若い世代や外部人材が台頭した。同党への支持は 2
割台前半から 4割を窺う水準にまで上昇し，支持率が 3割台を維持しつつも低下
傾向を見せた与党とは対照的であった（図 1）。 4月の 2大市長選と11月の大統領
候補予備選挙を契機に保守層が結集したほか，これまでの与党の政策運営に批判
的な無党派層の支持も集まった。
　 ₆月11日，新しい党代表に36歳の李

イ・ジュンソク

俊錫元最高委員が選出された。「高齢者」
「安定」というイメージが強い保守本流政党のかじ取りを30代の青年政治家に任
せるという保守層の選択は衝撃的ですらあるが，裏を返せば保守層の強い危機感
の表れと言える。
　大統領候補の人選は外部人材と従来型人材の争いとなった。有力な外部人材と

目されたのは，尹錫悦・前
検事総長であった。彼は
2019年以来の検察改革の過
程で文大統領の腹心の曺

チョ・グク

国
法務部長官を退陣に追い込
み，反文在寅の象徴であっ
た。尹錫悦は一貫して検事
畑を歩んだ人物で政治経験
はゼロだったが，政権奪還
を狙う保守陣営から大統領
選出馬を期待されていた。
尹錫悦は 3月 4日に検事総
長を辞職後， ₆月29日に大
統領選への出馬を宣言し，

図 1　2021年韓国 2大政党の支持率推移

（出所）　韓国ギャラップ。
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₇ 月30日には「国民の力」に入党
した。党内の既存人材のなかでは
2017年大統領選候補の洪

ホン・ジュンビョ

準杓議員
が有力な対抗馬となった。党内予
備選挙では党員投票で高い支持を
受けた尹錫悦が大統領候補に選ば
れた。保守層は経験豊富な政界の
プロより，政治経験ゼロでも突破
力のある新人材に期待をかけたの
であった。
　大統領候補としての尹錫悦への
支持率は，与党の李在明の後塵を拝することが多かった。しかし，11月の「国民の
力」の大統領候補指名を契機に尹錫悦への支持が李在明を上回る局面も見られた。

スキャンダル暴露合戦と化した大統領選
　11月までに主要政党の大統領候補は出そろったが，その前から有力候補者たち
は事実上の選挙戦に突入していた。この大統領選の特徴は，連日のように噴出す
るスキャンダルと候補者の暴言・失言・非難合戦である。取り沙汰されたスキャ
ンダルは不動産疑惑，高位公職者周辺の不正など国民の強い反感を買うものが多
く，一部では今回の選挙を「非好感選挙」と揶揄するほどであった。
　与党の李在明候補の疑惑のうち最も問題視されたのが，李がソウル近郊の城南
市長在任時に同市大庄洞一帯で進められた新都市開発事業をめぐる疑惑であった。
2021年までに発生した開発利益は合計5903億ウォンに上ったが，この 3分の 2に
当たる4040億ウォンがある法曹関係記者およびその周辺に配当されたほか，大法
院判事や検察総長，国会議員子息などに顧問料が支払われていたという。この疑
惑については，2021年 9 月23日に検察が捜査を開始したが，特異な開発利益分配
の仕組みの形成過程を知る城南都市開発公社の幹部職員 2人が12月に相次いで自
殺したことで疑惑解明は困難となった。李在明に関してはこのほかにも，女優と
の不倫疑惑や長男の賭博疑惑，インタビュー時の粗野な応答など，本人と周囲の
言動が物議を醸した。
　一方，尹錫悦候補については，義母の医療法違反や残高証明書偽造，妻の経歴
詐称や株価操作など彼の家族が関係する不祥事が取り沙汰された。尹錫悦の義母

記者会見に臨む尹錫悦「国民の力」大統領候補
（2021年11月12日，写真：AP/アフロ）
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は療養型病院を不正開設し，健保報酬を不正受給したとして ₇月 2日に懲役 3年
の 1審判決を受け，法廷で拘束された。妻の金

キム・ゴンヒ

建希については度重なる経歴詐称
が取り沙汰された。彼女は2001年から16年までの間に 5つの大学で非常勤教員と
して教壇に立ったが，採用時に提出した履歴書に多数の虚偽記載があったとされ
る。この件について，金建希は12月26日に国民向けに直接謝罪した。株価操作に
ついては，ドイツモータース（BMWの韓国代理店）理事だった2010～2013年頃，
同社株の売買で数億ウォンの差益を得たとされる。
　尹錫悦本人の問題も大きい。「 1日 1失言」と言われるほど不用意な発言が多
かった。与党をまとめるリーダーシップを不安視されたほか，尹が文政権の検察
総長として保守系の大統領経験者である李

イ・ミョンバク

明博，朴槿恵の 2人を訴追した過去を
保守層にどう説明するかも問題であった。予備選の後に李俊錫代表や金

キム・ジョンイン

鍾仁総括
選対委員長との間で選対運営やスキャンダル攻撃への対応をめぐって不和が表面
化し，12月21日には李俊錫代表が選対委員長の辞任を表明した。予備選の競争相
手だった洪準杓議員は敗退後も尹錫悦に対する辛辣な批判を続けた。
　12月31日，文政権は朴槿恵前大統領を特別赦免で釈放した。これについては
「朴槿恵を迫害した張本人」としての尹錫悦を想起させることで保守の分裂を
狙ったもの，就任後の政治報復をほのめかす尹錫悦へのけん制などの政権側の意
図が取り沙汰されている。

検察改革のその後と与党の反対勢力封じ
　2020年の韓国政界をにぎわせた検察改革は，2021年 1 月 1 日の警察・検察間の
捜査権限調整，同月21日の高位公職者犯罪捜査処（公捜処）の発足，そして 3月 4
日の尹錫悦検察総長の退任を経て一段落した。文政権と与党が検察改革を進めた
のは，検察が権力型犯罪の捜査を通じて政権交代期に事実上の権力機関として振
る舞うことを封じるためであった。
　検察改革が一段落しても，与党の検察権限縮小への執念は続いた。公捜処が発
足して間もない 2月，与党では韓国版 FBIとも呼ばれる重大犯罪捜査庁（重捜庁）
を新設し，検察に残された ₆大犯罪（腐敗・経済・公職者・選挙・防衛事業・大
型惨事）の捜査権限をも奪う案が浮上した。重捜庁新設は 4月の 2大市長選での
与党敗北で沙汰止みとなったが，与党は反対勢力に対する圧力を加え続けた。
　一方，検察改革の結果発足した公捜処の独立性が疑われた。 ₆月10日，公捜処
は尹錫悦への告発（捜査縮小・妨害の容疑）を立件した旨を，告発者である市民団
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体に通知した。この事件は公捜処の扱う政治家案件第 1号であった。 9月 9日に
は公捜処が別の事件で尹錫悦を被疑者として立件したほか，12月には公捜処をは
じめとする捜査機関による尹錫悦夫妻や野党議員への通信資料照会が判明した。
　与党は自身への批判を強めるマスコミへも圧力を加えた。捜査機関による通信
照会はマスコミ関係者に広く及び，朝日新聞など外国メディアもその対象となっ
た。このほか，マスコミへの圧力手段として言論仲裁法の改正が推進された。 ₈
月19日，与党は国会文化体育観光委員会で言論仲裁法改正案を強行採決した。こ
の改正案の主旨は虚偽・操作報道で財産・精神的被害が出た場合，発信者に懲罰
的損害賠償責任を負わせることにある。与党の対マスコミ圧力は海外でも反響を
呼び， 9月 1日には国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）が言論仲裁法改正案へ
の懸念を表明した。これを受け，与党は法案の国会本会議への上程を断念した。

さらなる感染拡大に直面した韓国
　韓国では年末に向けて新型コロナウイルスの感染者が急増した。年前半の 1日
当たりの感染者数は300～900人台と感染状況は比較的良くコントロールされてい
た。 2月15日には感染者数が 1日当たり300人台に低下したことを受け， 5つに
分けられていた社会的距離確保を緩和し，首都圏は 2段階（ 5段階中 3つ目）とし
た。ワクチン確保に手間取り，接種が本格化したのは 5月頃からであった。 ₇月
₈日には社会的距離確保の段階を 4つに再編した。しかしこの頃からデルタ株に
よる感染第 4波が始まり，首都圏は最高の 4段階とされた。飲食・宿泊など一部
の業種で影響が長期化していることに配慮し，第 4波が収束に向かう過程で11月
1 日から「ウィズコロナ計画」が施行されたが裏目に出た。同月半ばからの第 5
波では感染者数がそれまでにないペースで増加し，12月中旬から下旬にかけて
ピークを迎えた。第 5波では特に医療の逼迫が目立った。重症者数の増加が顕著
で，それまで比較的低水準だった死亡者も大きく増加した。12月16日，文大統領
は医療体制の不十分さについて謝罪したが，同22日にはコロナによる死亡者109
人，新規感染者6913人を記録した。 （奥田）

経 済

マクロ経済の概況：コロナ禍でのプラス成長への転換
　2021年の韓国経済は，前年に新型コロナウイルスの感染拡大を受けて大きく落
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ち込んだ国内消費や輸出が力強い回復を示したことで，プラス成長に転換した。
2022年 3 月に韓国銀行が発表した国内総生産（GDP）の暫定値によれば，2021年の
実質 GDP成長率は4.0％を記録し，前年に陥ったマイナス成長（－0.9％）から V
字回復を果たした（表 1）。経済成長率が 4 ％台以上を記録するのは，2010年
（6.8％）以来であった。ただし，リーマン・ショックによる低迷から急回復を遂
げた当時と同様に，今回も前年の落ち込みからの反動増のほか，総額50兆ウォン
規模の補正予算編成を含む積極的な財政出動によるところが大きいとされる。
　支出項目別にみると，GDPの約半分を占める民間消費ではコロナ禍に関連し
た各種支援金の給付やカード利用時のキャッシュバック支援など政府による景気
対策や防疫措置の緩和による効果もあって，財・サービス消費が幅広く復調して
前年比3.6％増のプラス成長を取り戻した。民間消費に次いで高いシェアを占め
る輸出でも，前年より引き続き好調な半導体を中心に，市況が回復した石油化学
や鉄鋼製品，自動車の好転などが追い風となり，前年比9.9％増の大幅なプラス
回復をみた。また，半導体関連など機械類を中心に堅調な設備投資（前年比8.3％
増）に加えて，新型コロナワクチンの購買や接種普及（健康保険支出）などによっ
て拡大した政府消費（同5.5％増）も成長を後押しする役割を果たした。近年の住

表 1　支出項目別および経済活動別国内総生産成長率
� （2015年価格，前期比，％）

2019 2020 2021
年間 第 1四半期 第 2四半期 第 3四半期 第 4四半期

国内総生産（GDP） 2.2 -0.9 4.0 1.7 0.8 0.3 1.2
民間消費 2.1 -5.0 3.6 1.2 3.6 -0.2 1.6
政府消費 6.4 5.0 5.5 1.6 3.9 1.3 1.3
設備投資 -6.6 7.1 8.3 6.1 1.1 -2.4 -0.7
建設投資 -1.7 -0.4 -1.5 1.3 -2.3 -3.5 2.9
知識財産生産物投資 3.1 4.0 4.0 0.2 1.4 0.8 1.4
在庫増減 0.0 -0.6 -0.3 0.3 0.3 0.0 -0.4
財貨輸出 0.2 -1.8 9.9 2.0 -2.0 1.8 5.0
財貨輸入 -1.9 -3.3 8.5 2.9 2.8 -0.7 4.8
農林漁業 3.9 -4.0 2.7 7.5 -12.7 8.9 1.5
製造業 1.1 -0.9 6.6 3.8 -1.3 0.0 1.1
電気ガス水道業 4.3 4.2 4.9 5.9 -4.1 1.9 0.1
建設業 -2.6 -1.4 -2.1 0.9 -1.3 -2.4 2.4
サービス業 3.4 -1.0 3.7 0.7 2.1 0.5 1.4
国内総所得（GDI） 0.4 -0.2 3.5 1.8 -0.5 0.3 -0.4
（注）　数値はすべて暫定値。四半期別数値は季節調整後の値。在庫増減はGDPに対する成長
寄与度を表す。

（出所）　韓国銀行「2021年第 4四半期および年間国民所得（暫定）」2022年 3 月 3 日。
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宅建設不振のほか，建材価格の上昇などを受けて建設投資は前年比1.5％減とマ
イナス成長が続いているが，政府の不動産政策が供給拡大路線に転換したことで，
今後の復調が期待される。
　経済活動別には，ICT分野を中心に好調な製造業が前年比6.6％増を記録して
プラス成長へ大きく飛躍した。また，前年にコロナ禍の打撃を大きく受けた宿
泊・飲食や卸・小売，運送，文化・芸術などの業種が回復したことで，サービス
業全般についても前年比3.7％増に転じた。ただし，建設景気の回復が鈍い建設
業（前年比2.1％減）では前年割れが続いている。実質国内総所得（GDI）の成長率
は前年比3.5％増に好転したが，原油価格の上昇などによって交易条件が悪化し
たために GDP成長率を下回る水準にとどまった。なお， 1人当たり名目 GDPお
よび 1人当たり国民総所得（GNI）はともに，為替レートや人口増加率などを勘案
すると前年水準より10％程度高い 3万5000ドル台に達する見通しである。

国際収支状況：史上最大の貿易額を達成
　前年にコロナ禍により減少した貿易実績は活況を取り戻した。関税庁の発表に
よれば，2021年の通関基準の輸出額は6444億ドル（前年比25.7％増），輸入額も
6150億ドル（同31.5％増）に達し，輸出入ともに過去最高額を記録した。ただし，
貿易黒字は前年実績よりも縮小した。輸出の内訳を品目別にみると，前年に引き
続き市況が好調で単一品目としては最大規模の半導体（前年比29.0％増）が1300億
ドルに迫る過去最高を更新した。主要国の景気回復や原油価格上昇の恩恵を受け
て，石油化学（前年比54.8％増）や一般機械（同10.8％増），石油製品（同57.7％増），
鉄鋼製品（同37.0％増），自動車（同24.2％増），船舶（同16.4％増）など主力品目の
すべてで増加をみた。また，バイオシミラーやコロナ検査診断キットなどを含む
バイオヘルス（前年比16.9％増），OLED（有機 EL）（同33.2％増）や 2次電池（同
15.5％増）といった新たな成長品目も引き続き好調なほか，新韓流ブームを受け
て化粧品（同21.5％増）や農水産食品（同13.2％増）などの伸びも顕著であった。
　地域別にみると， 4大市場である中国（前年比22.9％増），ASEAN（同22.3％増），
アメリカ（同29.4％増），EU（同33.9％増）向けでともに史上最高の輸出額を達成し
た。これらは上記で示した主要品目における輸出回復によるところが大きい。対
日貿易では石油製品や鉄鋼などの輸出が拡大して対日輸出（前年比19.8％増）が好
転するも，半導体製造装置など半導体関連の輸入が活発に推移して対日輸入（同
18.7％増）も大きく伸びた。その結果，対日貿易赤字は246億ドルに拡大した。な
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お，2021年には原油や石炭など一次産品価格の上昇が大きく影響して，資源国で
あるオーストラリア，サウジアラビアやカタールなど中東諸国との貿易赤字も増
大した。
　韓国銀行によれば，2021年の経常収支は貿易黒字の縮減にもかかわらず883億
ドルの黒字を達成し，黒字幅は前年水準よりも増加した。経常黒字の拡大には輸
送サービスの改善に伴うサービス赤字の縮小，配当所得の増加による投資所得黒
字の増大などが作用した。韓国輸出入銀行によると，2021年の海外直接投資額は
759億ドル（前年比32.8％増）で過去最高額を記録した。欧米や中国向け投資など
で回復がみられたとともに，業種別では金融・保険業を筆頭に製造業や情報通信
業などでも増加をみた。2021年の外国人直接投資（申告基準）も，産業通商資源部
の発表では295億ドル（前年比42.3％増）と過去最高額を達成した。オンライン・
プラットフォーム向けのサービス投資が活発な情報通信分野をはじめ，サービス
業での対韓投資が飛躍的に伸びたことが大きい。一方，製造業全体では若干減少
したものの，半導体や金属などの分野では増加がみられたため，投資誘致策が奏
功してサプライチェーンの拡充に寄与したという評価である。

積極的な財政出動による景気対策と金融政策の転換
　前年にコロナ禍により大きな打撃を受けた労働市場は大幅に改善した。統計庁
の発表によれば，2020年に激減した就業者数は2021年初めから増加に転じ，通年
では前年比36万9000人増で前年の減少幅を大きく上回るとともに，前年に43万人
増加した一時休職者数も2021年には34万7000人の減少をみた。雇用率や労働力率
といった指標も再び上昇に転じたほか，失業者数の減少によって失業率も前年比
0.3％ポイント改善して3.7％となった。就業者数の増加は特にサービス業で著し
く（製造業では若干の減少），情報通信や運輸・倉庫など非対面型およびデジタル
転換が進む業種や保健福祉業などでは増大した一方，宿泊・飲食や卸・小売，芸
術・スポーツ・レジャーなど対面比重の高い業種では減少が続いた。年代別には，
政府の直接雇用事業によって60歳代以上の高齢者就業の増加が引き続き堅調であ
るが，20歳代を中心とする若年層の雇用情勢も回復した。
　雇用動向の改善を含めて景気回復の進展には，政府の拡張的な財政政策を背景
とした景気対策が大きく寄与した。前年には 4次にわたって組まれた補正予算が
2021年にも 2度（ 3月と ₇月）編成されるなどの積極的な財政出動によって，コロ
ナ禍の長期化に伴い営業・集合制限措置を受けた自営業者や低所得者層などに対
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して災難支援金が繰り返し給付され，10月からは小規模事業者向けの損失補償も
実施された。2020年 5 月に全国民に対して緊急災難支援金の支給があったが，そ
のような大規模支給の第 2弾として2021年 9 月には全国民向けではないものの，
所得水準の下位88％までが広く対象となるコロナ相生国民支援金（ 1人あたり25
万ウォン）が再び支給された。そのほかにも，10月から 2カ月間限定でカード利
用時におけるキャッシュバック支援（第 2四半期の月平均使用額を超える分の
10％を上限付きで還付）や，コロナ禍による被害が大きかった対面型業種を対象
とした割引付き消費クーポンの発給といった消費喚起策もあわせて実施された。
　政府により景気対策が図られるなか，前年に大規模な金融緩和が行われた金融
政策は引き締めに転じた。韓国銀行は，過去最低水準が続いてきた政策金利を ₈
月と11月に相次いで引き上げた。今回の利上げ判断の背景には，景気回復が進ん
でいることに加えて，継続的な国内物価の上昇によりインフレ懸念が高まったこ
とがあった。消費者物価は年初より尻上がりに上昇を続け，通年では前年比2.5％
増と韓国銀行が定める物価安定目標値（2.0％）を超えた。生産者物価も前年比
6.4％増の大幅な上昇を示した。物価上昇の主な要因は，原油などエネルギーや
農畜水産物，サービス価格といった供給側における上昇圧力が強まったことにあ
る。そのため，政府は11月にガソリンや軽油などに課される油類税の20％引き下
げと，液化天然ガス（LNG）輸入に対する関税撤廃を ₆カ月間の時限措置として
実施した。なお，相次ぐ利上げにもかかわらず外国為替市場は 1年を通してウォ
ン安基調で推移した（前年末比9.0％のウォン安・ドル高）。
　金融政策が転換したもうひとつの背景には，金融緩和策の副作用として起こっ
た家計債務の累増および住宅価格の高騰があった。韓国銀行の発表によると，足
元の家計負債総額は1862兆1000億ウォン（12月末現在）まで膨れ上がり，コロナ禍
以降には増加ペースが加速している。家計の可処分所得に占める負債比率も
180％を超えるとされる。政府は2021年には 2度（ 4月と10月）にわたって家計負
債管理対策を発表し，借主の償還能力審査（DSR）の基準強化やノンバンクからの
融資に対する監督強化などに乗り出した。家計債務の多くは不動産融資や住宅担
保貸出であり，流動資金が不動産市場に流れ込んでソウルや首都圏を中心に住宅
価格を押し上げる構図が一方で続いた。政府は 2月に過去最大規模となる住宅供
給計画（2025年までに全国の大都市に約83万戸）を発表し，これまでの融資規制や
課税強化中心の不動産対策から供給拡大の路線に大きく舵を切った。しかし，こ
うした一連の対策が家計負債の膨張抑制や住宅価格の安定化に寄与するかは予断
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を許さない。

成長戦略の転換と経済安全保障の強化
　文政権は2017年の出帆当初，主に最低賃金の引き上げを通して家計の実質可処
分所得を増大させることで，需要喚起と雇用創出を促す所得主導成長を目指した。
実際に2018～2019年には最低賃金は大幅に引き上げられたものの，人件費負担が
増加した中小・零細企業の経営は圧迫され，雇用はむしろ伸び悩んだ。そのため，
文政権は2019年には早くも時給 1万ウォンを目標とした最低賃金水準の任期内で
の達成を断念した（2022年度は前年比5.1％増の9160ウォン）。代わって，文政権
は同年に「製造業ルネサンスビジョン・戦略」（システム半導体・次世代自動
車・バイオヘルスの 3大革新産業の育成）を発表し，実体経済や企業重視へ軌道
修正を図った。そうしたなか，2020年にはポストコロナを見据えて「韓国版
ニューディール」が発表され，社会全体のデジタル化，環境配慮型のインフラ構
築や産業転換，次世代技術の振興などへの積極的な投資によって雇用創出（190万
1000人）を図る計画が打ち出された。「韓国版ニューディール」は新たに創設され
た官民ファンドを資金源とした壮大な投資戦略であり，2025年までに総額160兆
ウォンが投入される。2021年にはセーフティーネットや人的投資の強化，格差解
消や若年層支援などを新たに盛り込んだ「韓国版ニューディール2.0」が発表され，
投資規模も総額220兆ウォンに増大した。こうして文政権の成長戦略は，所得主
導から投資主導による雇用拡大に転換していった。
　2021年には経済安全保障の強化に向けた動きも一層進んだ。部品・素材などの
調達を特定国に依存するリスクが顕在化した発端は，2019年 ₇ 月に起きた日本に
よる半導体材料 3品目の対韓輸出管理強化であった。それに対して政府は同年 ₈
月，同 3品目を含む戦略的重要度の高い100品目について，早期の国産化や輸入
先の多角化などにより供給安定化を図る「素材・部品・装備競争力強化対策」を
発表した。その後も米中対立に伴う貿易摩擦が続くなかでコロナ禍によって一部
部材の供給ストップや物流混乱も重なったため，広くグローバル・バリュー
チェーン（GVC）を分断させる攪乱要因に対応するべく，2020年 ₇ 月には対象品
目や対象国・地域を拡大した「素材・部品・装備2.0戦略」が発表された。2021
年に入ると，アメリカが重視する戦略物資の GVC囲い込みの動きに呼応する形
で，2.0戦略の半導体版の性格を有する「K- 半導体戦略」が 5月に発表された。
同戦略は世界最大の半導体供給網（K- 半導体ベルト）の国内構築を目的として，
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半導体企業による巨額投資（今後10年間に510兆ウォン以上）や政府による投資税
額控除および人材育成などの支援策を盛り込んだものになっている。一方，10月
以降には中国による尿素輸出規制によって，ディーゼル車の排気ガス浄化に用い
られる尿素水が不足して物流が停滞する懸念が高まった。政府や企業による懸命
な確保努力により，年内に事態は沈静化したものの，サプライチェーンの中国依
存リスクがあらためて認識された。これを受けて政府は10月に対外経済安保戦略
会議を新設したほか，半導体や車載電池などの技術開発や競争力強化を支援する
国家先端戦略産業特別法の制定に向けた動きが加速した。

主要企業業績：独走する半導体と自動車・鉄鋼などの回復
　前年にコロナ特需がもたらされた半導体では引き続き好況を呈したほか，自動
車や鉄鋼，造船といった主力業種でも復調をみた。韓国最大企業のサムスン電子
は， 2～ 3月にかけてアメリカ・テキサス州の半導体工場が寒波に伴う停電で稼
働停止を余儀なくされる事態に直面したものの，2021年連結決算では売上高279
兆6000億ウォン（前年比18.1％増），営業利益51兆6300億ウォン（同43.5％増）を記
録して 2年連続の増収増益となった。前年にアメリカ・インテル社の NAND型
フラッシュメモリー事業の買収を発表した半導体大手の SKハイニックスも増収
増益が続き，足元の営業利益率はサムスン電子を上回るとされる。両社の好調ぶ
りの背景には，テレワークや遠隔授業などの普及によってパソコン・タブレット
端末やデータセンター向けで半導体メモリーの引き合いが依然として強かったこ
とがある。なお，前年に死去したサムスン電子の李

イ・ゴンヒ

健熙元会長の総額12兆ウォン
にも上る相続税をめぐっては，遺族らによって系列企業の保有株式の売却などを
通じて分割納付手続きが始まった。また，李

イ・ジェヨン

在鎔副会長は朴槿恵・前大統領らへ
の収賄罪などで 1月に再び実刑判決を受けて収監されるも， ₈月には仮釈放され
経営復帰を果たした。そうしたなかでサムスン電子は，国内工場への設備投資の
増額やアメリカでの受託生産工場の新設など，果敢な投資戦略を示している。
　自動車最大手の現代自動車は国内や中国市場で販売不振が続いたものの，収益
率の高い多目的スポーツ車（SUV）や電気自動車（EV）などを中心に欧米やインド
といった主力市場での販売が回復して，2021年連結決算では売上高117兆6106億
ウォン（前年比13.1％増），営業利益 ₆兆6789億ウォン（同178.9％増）の増収増益に
転じた。他の自動車メーカーと同様に，現代自動車グループも半導体の供給不足
による生産調整に見舞われたが，EVや燃料電池車（FCV），自動運転技術などへ
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の積極的な投資姿勢を崩していない。12月に持ち株会社への移行を発表した鉄鋼
最大手のポスコも，自動車や造船，建設分野での鋼材需要の増加に伴う販売価格
の上昇，中国メーカーの減産基調による需給の引き締めなどが奏功して増収増益
の回復を果たした。ポスコは主力の鉄鋼事業のほかに EV需要の拡大を見据えて
注力する電池材料事業でも，海外のリチウム・黒鉛鉱山の権益確保から原料抽出
および電極材生産に至るまでの工程で近年は活発な投資拡大がみられる。車載電
池については，国内大手の LG化学と SKイノベーション間の営業秘密侵害をめ
ぐる係争が和解に至り（ 4月），その後は両社ともに米自動車メーカーとの合弁に
よる対米増産投資の動きが目立った。また，現代自動車や SK，ポスコなど有力
企業15社が参画して水素エネルギーの生産・活用を推進する協議体が 9月に発足
し，水素関連事業での韓国企業の連携も深まっている。 （渡邉）

対 外 関 係

終戦宣言提案でも動意なき南北関係
　文政権は南北関係の改善を果たして退任の花道を飾るべく強い意欲を見せたが
北朝鮮はこれに反応せず，関係改善は進展を見せなかった。
　文大統領は 1月11日の新年辞でコロナ防疫協力などを挙げて北朝鮮に寄り添う
姿勢を打ち出した。しかし，北朝鮮の金

キム・ジョンウン

正恩国務委員長は文大統領の新年辞に先
立って開催された朝鮮労働党大会で「南朝鮮当局は防疫協力，人道主義的協力，
個別観光のような非本質的な問題を持ち出している」と韓国を批判した。
　南北関係が膠着状態を続けるなか，文大統領は 5月の韓米首脳会談でバイデン
大統領から2018年の米朝首脳間のシンガポール宣言，同年の南北首脳間の板門店
宣言を尊重するとの発言を引き出した。これまでの米朝仲介や南北対話の取り組
みに関しバイデン政権の後ろ盾を得た文政権は，新たな対話の場に北朝鮮を呼び
寄せようとした。だが，北朝鮮はあくまで韓米合同演習の中止にこだわった。 ₇
月27日，北朝鮮は南北間の通信線を復活させ対話への期待が高まった。しかし，
₈月10日に金

キム・ヨジョン

与正朝鮮労働党副部長が同日に始まった韓米合同演習を非難すると
ともに駐韓米軍の撤退を要求し，同日中に南北間の通信線は再び遮断された。 9
月29日の最高人民会議で金正恩が南北間の通信線復活に言及すると，10月 4 日に
回線が復活した。
　南北関係改善をあくまで進めようとする文大統領は， 9月21日に国連総会で朝
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鮮戦争の終戦宣言を提案した。文大統領は2020年にも国連で同様の提案をしてい
る。これに対し，同月24日に金与正が「興味深い提案，良い考え」と評価し，南
北交流の再会を示唆した。しかし，上述の最高人民会議で金正恩は「終戦宣言の
前に敵視政策が撤回されねばならない」と発言し，終戦宣言提案が北朝鮮を動か
すことはなかった。

冷え込む日韓関係，過去史懸案の司法判断には変化も
　慰安婦・徴用工問題についての韓国側の司法判断に変化が表れ，日韓関係改善
に前向きな姿勢も見えた。だが，冷え込んだ関係を動かすには決め手を欠き，日
韓関係の基調に変化はなかった。
　 1月 ₈日，ソウル中央地裁は元慰安婦が提起した日本政府に対する損害賠償訴
訟で外国への主権免除を否認し，原告勝訴の判決を下した。日韓過去史関連の懸
案で日本側敗訴の流れが定着するかに見えた。しかし， 1月18日の新年記者会見
で文大統領は同判決に対して「困惑している」と述べ，2018年の徴用工判決につ
いても日本側資産の現金化は「望ましくない」とし，その流れに疑問を呈した。
　この後，過去史関連訴訟での司法判断は揺れた。 4月21日の第 2次慰安婦訴訟
判決で， ₆月 ₇日と ₈月11日の徴用工訴訟判決でも原告が一審敗訴となった。一
方， 1月の日本政府敗訴の慰安婦訴訟に関しては， ₆月に日本政府の財産目録の
開示命令が下された。
　日本企業への賠償を命じた2018年徴用工判決が国際法（1965年の日韓請求権協
定）違反で，日本企業の資産売却は日韓関係を決定的に悪化させるとの立場を日
本政府は堅持した。10月15日の日韓電話首脳会談で岸田首相は，徴用工判決など
過去史関連の懸案での日本側の立場を強調したほか， 5月と 9月の外相会談でも
日本は従来からの主張を繰り返した。韓国側での日本企業資産の現金化手続きは
粛々と進められ， 9月27日には三菱重工業，12月30日には日本製鉄の韓国内資産
に対する売却命令が出された。
　文大統領は上述のように 1月に過去史関連の韓国側の司法判断に疑問を呈した
ほか， ₇月の東京五輪では訪日を強く希望していた。文大統領の日韓関係改善へ
のサインともとれる動きの背景には，日米韓協力を重視するアメリカのバイデン
新政権との関係で得点を稼ぎ，これを米朝仲介，ひいては南北関係改善に利用し
たいとの思惑があったと見られる。しかし，文大統領のこうした動きは国内で理
解を得られず，特に ₇月の訪日はネット世論の強い反対で取りやめとなった。
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米新政権との協調で好転した対米関係
　バイデン新政権の誕生で不協和音が目立っていた韓米関係は大きく変化し，両
国が協調する場面も多くあった。しかし，南北関係をはじめとする朝鮮半島情勢
に関する韓米両国の見解差は埋まらず，各論ではすれ違いも見られた。
　バイデン政権は朝鮮半島問題をトップダウンではなく外交交渉でアプローチす
ることを打ち出した。こうしたなか， 5月21日に行われた首脳会談では韓米同盟
の強固さが再確認され，執権最終年を迎えた文大統領にとっては大きな得点と
なった。バイデン大統領は文政権による米中仲介や南北融和のための一連の取り
組みを評価するとともに，韓国のミサイル開発の制約要因となっていた韓米ミサ
イル指針が撤廃された。米中間での競争が先鋭化している半導体やバッテリーな
ど戦略物資分野においても韓米が共同歩調を取り，核心・新興技術分野でのパー
トナーシップ強化が謳われた。それに関連し，サムスンなど韓国 4大グループは
合計394億ドルの対米 IT投資を行うことを表明した。この首脳会談では，アメリ
カは韓国外交の立場を尊重し，韓国は米中対立においてアメリカ寄りの姿勢を見
せた印象である。トランプ政権下で韓国側の大幅な負担増が要求されて暗礁に乗
り上げていた韓米防衛費分担交渉では韓国側の主張が大幅に取り入れられ， 3月
10日に韓国側負担の前年比増加率を13.9％とすることで妥結した。
　しかし，細部においては韓米の見解差が垣間見えた。文政権の南北融和策に対
する総論賛成・各論懸念の見方はトランプ政権からバイデン政権へと受け継がれ
た。 9月の文大統領による朝鮮戦争終戦宣言の提案について，バイデン政権関係
者はいずれも言を左右にした。文政権は終戦宣言に法的拘束力ははく，北朝鮮を
非核化交渉に呼び込むための入口と位置づけるが，アメリカは同宣言の休戦協定
への影響を慎重に検討しており，宣言は非核化後に行われるべきだと考えている。
　韓米合同演習についても文政権の北朝鮮への忖度から，2021年には野外実動訓
練を伴う演習は実施されず， 3月と ₈月に指揮所演習に縮小して行われた。その
ため，戦時作戦統制権（戦作権）の韓国移管に必要な 3段階の能力評価のうち， 2
段階目の完全運用能力（FOC）評価を実施できなかった。これについては，12月 2
日の第53回韓米定例安保協議（SCM）において2022年下半期に実施することとな
り，文政権の任期（2022年 5 月まで）内に戦作権を韓国へ移管することは不可能と
なった。韓米合同演習の規模が縮小され，実動訓練が行われなくなっていること
については，有事の際の防御力低下を懸念する声も大きくなっている。一方，北
朝鮮の核・ミサイル高度化に対応し，連合作戦計画の内容と方向を定める戦略企
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画指針（SPG）の修正が12月の SCMで決まった。韓国側は北朝鮮を刺激すること
を懸念していたが，この度11年ぶりの大幅修正となった。

中国の強い姿勢が目立った対中関係
　中国は韓国に配備された THAAD（終末高高度防衛ミサイル）への反対姿勢を一
貫して示し，米中対立においても自国への支持を韓国に求めた。
　 5月の韓米首脳会談では韓国のアメリカ側への旋回が目立ち，台湾海峡の平和
への言及があるなど中国の反応が心配されたが，中国はそれほど強い反応は見せ
なかった。だが，その後は中国の韓国に対する牽制的言動が増えた。
　 ₇月15日，大統領選の有力候補と目されていた尹錫悦が「THAAD配備は韓国
の主権だ」など，韓中関係に関する考えを表明すると，その翌日に邢海明駐韓中
国大使の反論文が新聞紙上に掲載された。外交使節による駐在国の内政への干渉
とも取られかねない行為であり，物議を醸した。 ₈月 ₆日には王毅外相が ASEAN
地域フォーラム（ARF）外相会議で韓米合同演習の中止を求める発言を行った。中
国による韓米合同演習の中止要求は以前からあったが，その場合は北朝鮮の核・
ミサイル開発の中止とセットになった「双中止」であった。今回の王外相の発言
は韓国だけに向けられたもので，内政干渉の色彩が濃いものであった。
　中国の高圧的な態度やキムチの起源をめぐるキムチ論争に代表されるような韓
国側から見た文化侵略への反発もあり，特に若い世代で対中感情は悪化した。 5
月末の『韓国日報』の調査では，パーセンテージ尺度による対日，対中好感度は
それぞれ26.7，27.6と拮抗しており，20代に限ってみると，対日30.8に対し，対
中17.1と，対中感情が対日感情に比べて大幅に悪いことがわかった。

久々に再起動した FTA
　韓中 FTAが発効した2015年以降，文在寅政権による FTA推進はほぼ休眠状態
にあった。しかし，コロナ前から続く経済停滞で政権の輸出重視の姿勢が徐々に
強まるとともに，FTA再推進の機運が高まった。とりわけ重要視されたのが地
域的な包括的経済連携（RCEP）協定と環太平洋パートナーシップに関する包括的
及び先進的な協定（TPP11/CPTPP）の 2つのメガ FTAであった。これらに対する
中国の姿勢の活発化も韓国の FTA政策の再起動の後押しとなった。
　RCEP交渉は2020年11月に妥結され，韓国国会が2021年12月 2 日に同協定を批
准したことで発効を待つばかりとなった。発効により日韓貿易が初めて FTAで
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カバーされる。CPTPPについては，12月13日に加盟申請手続きの開始が宣言さ
れた。これに先立ち，同年 9月に中国が対米融和，東アジアでの経済統合主導の
観点から加入を表明している。CPTPPは対中包囲網と目され，中国への忖度か
ら韓国は態度表明を控えていた。中国の加入表明で韓国は CPTPPに前向きに取
り組めるようになり，メガ FTA推進へと大きく舵を切った。 （奥田）

2022年の課題
　国内政治では， 3月 9日の大統領選が最大の関心事である。有力候補 2人のど
ちらが勝つにしろ，今後 5年間の韓国政治の大枠が決まる。新政権には世代間，
性別間，都市・農村間，所得階層間などの亀裂を解消できるかが問われる。政権
交代につきものだった報復政治の再来があるのかも注目される。また，尹錫悦が
当選した場合には少数与党となり，国会運営は困難を極めるだろう。
　政府や韓国銀行は2022年の実質経済成長率の見通しを，前年実績を下回る 3～
3.1％としている。ただし，前年12月と 1月の貿易赤字が示唆するように原油高
や原材料価格の上昇によるインフレ圧力および追加利上げなどが景気の下振れリ
スクとして作用する懸念がある。住宅価格や家計負債の動向には引き続き注視が
必要であるが，新政権の経済運営が回復途上にある個人消費や企業投資を後押し
していけるかも課題となる。企業活動をめぐっては，自営業者保護を目的として
新興の ITプラットフォーム企業（カカオ，ネイバー，クーパンなど）に対して優
越的地位の乱用を規制する法案作りが進んでおり，その行方も注目される。
　対外関係も大統領選の結果によって大きく変わる。尹錫悦が当選した場合には，
南北関係において韓国が厳しい姿勢を取り，中国に対しても距離を置くと考えら
れる一方で，日米に対しては関係改善を進めるだろう。また日本との関係では，
徴用工，慰安婦などの懸案の処理がどの程度進むか，ウクライナ戦争に伴う対ロ
シア制裁については日米欧と足並みをそろえられるかが注目される。

（奥田：亜細亜大学教授）
（渡邉：地域研究センター）
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1 月 1 日 ▼検察・警察間の捜査権限調整を実
施。
6 日 ▼新型コロナウイルス対応の第 3次災

難支援金，申請開始。
8 日 ▼ソウル中央地裁，元慰安婦に対する

日本政府の損害賠償責任を認定。

▼国会，労働災害に対する企業と経営者の
罰則を強化する重大災害企業処罰法の制定案
を可決。

▼現代自動車，アメリカのアップル社と
EVの開発・生産での提携交渉を発表。
9 日 ▼朝鮮中央通信，金正恩・国務委員長

が朝鮮労働党大会で韓国に対し「防疫協力な
ど非本質的な問題を持ち出している」と批判
したことを報道。
11日 ▼文大統領，新年辞を発表。北朝鮮へ
の防疫協力を提示。不動産問題へは初の謝罪。
14日 ▼イースター航空，会社更生手続きに
あたる法定管理を申請。
18日 ▼ソウル高裁，崔順実ゲート関連でサ
ムスン電子の李在鎔副会長に懲役 2年 ₆カ月
を宣告。法廷にて拘束。

▼文大統領，新年記者会見で日本政府の慰
安婦訴訟敗訴について「困惑している」，徴
用工判決の日本側資産現金化については「望
ましくない」と発言。
20日 ▼文大統領，外交部長官など 3長官を
交代。外交部長官には鄭義溶・外交安保特別
補佐官を指名。

▼ネイバー，カナダのウェブ小説サイト運
営のワットパッド社の買収を発表。
21日 ▼高位公職者犯罪捜査処（公捜処），発
足。
2 月 4 日 ▼ 政府，「公共主導3080＋大都市圏
住宅供給画期的拡大方案」を発表。
10日 ▼アメリカの国際貿易委員会（ITC），

LG化学と SKイノベーションの車載電池を
めぐる営業秘密侵害の係争で SK側にアメリ
カへの輸入禁止を命令。
15日 ▼新型コロナの社会的距離確保，首都

圏は 2段階へ緩和。
3 月 1 日 ▼韓国銀行，スイスとの通貨交換（ス
ワップ）協定を 5年間延長し，106億ドル規模
で再締結。
2 日 ▼参与連帯と民弁，韓国土地住宅公社

（LH）の職員が新都市事業区域の土地を先行
取得したと発表。

▼ SKグループ，水素燃料のインフラ整備
に今後 5年間で18兆ウォンの投資を発表。
4 日 ▼ 現代自動車と LG化学，EVのリ

コール費用の負担比率をめぐって最終合意。

▼尹錫悦・検察総長，辞職。
8 日 ▼韓米合同指揮所訓練を実施（～18日）。
10日 ▼韓米防衛費分担交渉，妥結。
11日 ▼ネット通販大手のクーパン，ニュー
ヨーク証券取引所に上場。
12日 ▼ 卞彰欽・国土交通部長官，LH職員
の土地投機疑惑と関連し辞意を表明。
18日 ▼韓米外交・国防（ 2プラス 2）閣僚協
議，開催。
23日 ▼ サムスン電子，NTTドコモへ第 5
世代移動通信システム（ 5 G）通信基地局を供
給する契約の締結を発表。
24日 ▼ 大韓商工会議所，SKグループの崔
泰源会長を会長職に選出。
25日 ▼国会，新型コロナ対策で14兆9000億
ウォン規模の補正予算案を可決。
29日 ▼金尚祖・大統領府政策室長，更迭。

▼新型コロナ対応の第 4次災難支援金，申
請開始。

▼洪楠基副首相，財産登録義務の対象を全
公務員に拡大すると表明。

重要日誌 韓　　国　2021年
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▼ソウル中央地裁，日本政府敗訴の慰安婦

訴訟について韓国国庫による訴訟救助取立
（日本政府の訴訟費用負担を免除）を決定。

▼マグナチップ半導体，中国系投資ファン
ドのワイズロードキャピタルによる買収提案
の受け入れを発表。
31日 ▼大韓航空，アシアナ航空との合併完
了後にアシアナブランドの廃止を発表。
4 月 1 日 ▼ 配車サービスのカカオモビリ
ティー，アメリカのグーグル社からの出資を
発表。
5 日 ▼ LG電子，スマートフォン事業から

の撤退を発表。
6 日 ▼ SKグループ，ベトナムの流通最大

手ビンコマースへの出資を発表。
7 日 ▼地方再・補欠選，実施。ソウル・釜

山市長選で「国民の力」が勝利。ソウル市長
に呉世勲候補，釜山市長に朴亨埈候補が当選。

▼ BTSの所属事務所 HYBE，アメリカの
同業イサカ HDの買収を発表。
11日 ▼ SKイノベーション，LG側に 2兆
ウォンの和解金を支払うことで合意。
12日 ▼米ホワイトハウス，「半導体 CEOサ
ミット」をオンライン開催。韓国からはサム
スン電子が参加。
16日 ▼文大統領，金富謙を首相に指名。こ
のほか 5長官を指名。

▼ポスコ鋼板，ミャンマー国軍系企業との
合弁事業の解消を発表。
21日 ▼ソウル中央地裁， 2件目の慰安婦訴
訟で原告敗訴の判決。
28日 ▼サムスン電子，死去した李健熙元会
長の相続税が総額12兆ウォンを超えると発表。
5 月 2 日 ▼共に民主党，宋永吉議員を党代表
に選出。
5 日 ▼日米韓外相会談および日韓外相会談，

開催。

13日 ▼政府，「K- 半導体戦略」を発表。
14日 ▼現代自動車グループ，2025年までに

アメリカでの74億ドルの投資を発表。
19日 ▼文大統領，訪米（～23日）。
21日 ▼文大統領，アメリカのバイデン大統

領と韓米首脳会談。韓国企業による総額400
億ドル規模の対米投資計画を発表。
23日 ▼ サムスンバイオロジクス，アメリ

カ・モデルナ製の新型コロナウイルスワクチ
ンの受託生産を発表。
31日 ▼ CJエンターテインメント，コンテ

ンツ事業に 5年間で 5兆ウォンの投資を発表。
6 月 7 日 ▼ソウル中央地裁，日本企業16社へ
の損害賠償訴訟で元徴用工敗訴の判決。
8 日 ▼共に民主党，不動産不法取引の疑い

が浮上した尹美香議員など12人に離党を勧告。
9 日 ▼ソウル中央地裁，日本政府敗訴の慰

安婦訴訟について，日本政府に財産目録の提
出を命令。
10日 ▼公捜処，尹錫悦・前検察総長を捜査

縮小・妨害の容疑で立件したことを明かす。
11日 ▼「国民の力」，党代表に36歳の李俊

錫・元最高委員を選出。
17日 ▼韓国銀行，アメリカとの通貨スワッ

プ協定を年末まで 3カ月間延長。
23日 ▼秋美愛・前法務部長官，大統領選出

馬を宣言。
24日 ▼ 新世界グループ，電子商取引（EC）
3位のイーベイコリアの買収を発表。
29日 ▼尹錫悦・前検察総長，大統領選出馬

を宣言。
7 月 2 日 ▼議政府地裁，尹錫悦の義母に対し
医療法違反で懲役 3年を宣告。義母は法廷に
て拘束。
8 日 ▼鄭銀敬・疾病管理庁長，新型コロナ

感染の第 4波入りを発表。

▼新型コロナの社会的距離確保を 5段階か
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ら 4段階に調整。首都圏は最高の第 4段階。
12日 ▼最低賃金委員会，2022年の最低賃金
を前年比5.1％増の9160ウォンで議決。
14日 ▼ 政府，「韓国版ニューディール2.0」
を発表。
16日 ▼『中央日報』，尹錫悦の THAAD（終
末高高度防衛ミサイル）関連発言に対する邢
海明駐韓中国大使の反論文を掲載。
19日 ▼文大統領，東京五輪時の訪日見送り
を決定。
24日 ▼国会，新型コロナ対策で34兆9000億
ウォン規模の第 2次補正予算案を可決。
27日 ▼北朝鮮，南北間の通信線を復旧。
29日 ▼現代自動車と LG化学，インドネシ
アでの EV向け電池工場の建設を発表。
30日 ▼尹錫悦，「国民の力」に入党。
8 月 4 日 ▼ SKイノベーション，電池事業の
分社化を発表。
6 日 ▼王毅・中国外相，韓米合同演習の中

止を要求。

▼カカオバンク，韓国取引所に上場。
10日 ▼韓米合同演習，開始。

▼金与正・朝鮮労働党副部長，韓米合同演
習を非難。駐韓米軍の撤退を要求。

▼北朝鮮，南北間の通信線を遮断。

▼韓米合同指揮所訓練を実施（～26日）。

▼ゲーム大手のクラフトン，韓国取引所に
上場。
11日 ▼ソウル中央地裁，三菱マテリアルに
対する損害賠償訴訟で元徴用工敗訴の判決。
12日 ▼韓国銀行，トルコと20億ドル規模の
通貨スワップ協定を締結。
13日 ▼京畿道，コロナ対応の第 5次災難支
援金を全道民に支給することを決定。

▼サムスン電子の李在鎔副会長，仮釈放さ
れ経営に復帰。
19日 ▼共に民主党，国会文化体育観光委員

会で言論仲裁法改正案を強行処理。
24日 ▼サムスングループ，今後 3年間で半

導体などに総額240兆ウォンの投資を発表。
26日 ▼ 韓国銀行，基準金利を0.5％から

0.75％へ引き上げることを決定。
31日 ▼国会，アプリ事業者に対する特定の

決済システム利用の指定を禁止する「電気通
信事業法改正案」を可決。
9 月 1 日 ▼ 国 連人権高等弁務官事務所
（OHCHR），韓国の言論仲裁法改正案への懸
念を表明。
6 日 ▼政府，コロナ相生国民支援金の支給

開始。支給対象は所得下位88％。
7 日 ▼現代自動車，今後発売する商用車を

全て EVと燃料電池車（FCV）にすると発表。
9 日 ▼公捜処，告発教唆疑惑事件と関連し

尹錫悦・前検察総長を被疑者として立件。

▼通信大手の KT，シンガポールの通信イ
ンフラ企業イプシロンの買収を発表。
14日 ▼公正取引委員会，アメリカのグーグ
ル社に2074億ウォンの課徴金納付を命令。
17日 ▼現代重工業，韓国取引所に上場。
21日 ▼文大統領，国連総会で朝鮮戦争終戦
宣言を提案。
23日 ▼検察，城南市大庄洞の新都市開発事
業をめぐる疑惑の捜査に着手。

▼日韓外相会談，開催。
24日 ▼金与正・朝鮮労働党副部長，文大統
領の終戦宣言提案について「興味のある提案
で，良い発想」との談話を発表。
27日 ▼大田地裁，2018年の徴用工判決に関
連し，三菱重工業の韓国内商標権と特許権の
売却を命令。
28日 ▼日本の外務省，大田地裁による三菱
重工業資産の売却命令について，韓国次席公
使を呼び出して抗議。
30日 ▼ SKブロードバンド，回線使用料の
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支払いを求めてアメリカのネットフリックス
社を提訴。
10月 1 日 ▼政府，相生消費支援金の施行開始。
4 日 ▼北朝鮮，南北朝鮮間の通信線を再度

復旧。
10日 ▼共に民主党，李在明を大統領選の党
公認候補に選出。
15日 ▼文大統領，岸田首相と電話で首脳会
談。
20日 ▼双竜自動車，売却先の優先交渉者に
新興 EVメーカーのエジソンモーターズを選
定。
21日 ▼ 初の国産ロケット「ヌリ号」，打ち
上げ。軌道投入には失敗。
26日 ▼盧泰愚・元大統領，死去。
29日 ▼中央災難安全対策本部，11月 1 日か
らの「段階的な日常回復履行計画」（ウィズ
コロナ計画）を発表。

▼ SKハイニックス，半導体受託生産会社
のキーファウンドリーの買収を発表。
11月 1 日 ▼安哲秀・国民の党代表，大統領選
出馬を宣言。
5 日 ▼国民の力，尹錫悦・前検事総長を大

統領選の党公認候補に選出。
22日 ▼政府，ウリ金融持ち株会社の株式を
民間投資ファンドなどに売却すると発表。
23日 ▼全斗煥・元大統領，死去。
24日 ▼サムスン電子，アメリカのテキサス
州での半導体受託生産専用工場の新設を発表。
25日 ▼ 韓国銀行，基準金利を0.75％から
1.0％へ引き上げることを決定。
12月 2 日 ▼ 第53回韓米定例安保協議（SCM）
開催。戦略企画指針（SPG）の大幅修正を決定。

▼国会，地域的な包括的経済連携（RCEP）
協定を批准。

▼ポスコ，アメリカの GM社と合弁で北
米での電池材料工場の建設を発表。

3 日 ▼国会，2022年度予算案を可決。

▼中国で韓国映画『オー！　ムニ』が公開。
限韓令以後 ₆年ぶりの封切り。
6 日 ▼新型コロナ感染急拡大によりウィズ

コロナ計画の施行を一時中断。
10日 ▼ユ・ハンギ元城南都市開発公社開発

事業本部長，自殺。

▼ポスコ，持ち株会社への移行を発表。
13日 ▼洪楠基・経済副総理兼企画財政部長

官，環太平洋パートナーシップに関する包括
的及び先進的な協定（TPP11/CPTPP）への加盟
手続きの開始を表明。
16日 ▼文大統領，コロナ重症患者急増と病

床確保の不十分さについて，謝罪。
21日 ▼キム・ムンギ城南都市開発公社開発

第 1処長，自殺。

▼李俊錫・国民の力代表，常任選挙対策委
員長を辞任すると表明。
22日 ▼ 新型コロナによる死亡者109人，新

規感染者6913人を記録。

▼ 双竜自動車，中国 EV大手の比亜迪
（BYD）との提携を発表。
23日 ▼議政府地裁，尹錫悦の義母に対し私

文書偽造などで懲役 1年を宣告。
26日 ▼金建希（尹錫悦の妻），国民に対して

自身の経歴詐称を謝罪。
28日 ▼ソウル警察庁，金建希の経歴詐称の

捜査に着手。
29日 ▼国民の力，公捜処など捜査機関が尹

錫悦夫妻の通信資料を照会したと発表。

▼ SKイノベーション，トクヤマと合弁で
韓国内での半導体材料工場の建設を発表。
30日 ▼大邱地裁浦項支部，2018年の徴用工

判決と関連し，日本製鉄の韓国内資産の売却
を命令。
31日 ▼朴槿恵・前大統領，特別恩赦により

釈放。
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　 1 　国家機構図（2021年12月31日現在）

（注）　＊個人破産や企業倒産，民事再生などを専門的に扱う司法機関。
（出所）　大統領府ウェブサイト（http://www.president.go.kr）などから筆者作成。
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　 2 　国家要人名簿（2021年12月31日現在）

大統領 文在寅

　大統領直属機関
大統領秘書室長 兪英民
大統領政策室長 李昊昇
国家安保室長 徐　薫
大統領警護処長 柳錬相
国家情報院長 朴智元
監査院長 崔載海
放送通信委員会委員長 韓相赫
民主平和統一諮問会議首席副議長 李錫玄
国民経済諮問会議副議長 李　根
国家科学技術諮問会議副議長 廉罕雄

　国務会議（内閣）
国務総理 金富謙
経済副総理兼企画財政部長官 洪楠基
社会副総理兼教育部長官 兪銀恵
科学技術情報通信部長官 林惠淑
外交部長官 鄭義溶
統一部長官 李仁栄
法務部長官 朴範界
国防部長官 徐　旭
行政安全部長官 全海澈
文化体育観光部長官 黄　熙
農林畜産食品部長官 金炫秀
産業通商資源部長官 文勝煜
保健福祉部長官 権徳喆
環境部長官 韓貞愛
雇用労働部長官 安庚徳
女性家族部長官 鄭英愛
国土交通部長官 盧炯旭
海洋水産部長官 文成赫
中小ベンチャー企業部長官 權七勝

　国務総理直属機関
国務調整室長 具潤哲
国務総理秘書室長 吳泳食
国家報勲処長 黄基鐵
人事革新処長 金尤鎬
法制処長 李康燮
食品医薬品安全処長 金剛立
公正取引委員会委員長 趙成旭
国民権益委員会委員長 全賢姫
金融委員会委員長 高承範
個人情報保護委員会委員長 尹鍾寅
原子力安全委員会委員長 劉國熙

　国会
国会議長 朴炳錫

　大法院
大法院長 金命洙

　憲法裁判所
憲法裁判所長 劉南碩

　中央選挙管理委員会
中央選挙管理委員会委員長 盧貞姫

　国家人権委員会
国家人権委員会委員長 宋斗煥

　軍
合同参謀議長 元仁哲
陸軍参謀総長 南泳臣
海軍参謀総長 金正守
空軍参謀総長 朴仁虎
韓米連合司令部副司令官 金承謙



49

主要統計 韓　　国　2021年
　 1　基礎統計

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
人 口（年央推計：1,000人） 51,015 51,218 51,362 51,585 51,765 51,836 51,745
経 済 活 動 人 口（1,000人） 27,153 27,418 27,748 27,895 28,186 28,012 28,310
消費者物価指数上昇率（％） 0.7 1.0 1.9 1.5 0.4 0.5 2.5
失 業 率（％）1） 3.6 3.7 3.7 3.8 3.8 4.0 3.7
為替レート（ 1ドル当たりウォン）2） 1,131.5 1,160.5 1,130.8 1,100.3 1,165.7 1,180.1 1,144.4
（注）　 1）求職期間 4週基準の数値。 2）終値の平均値。
（出所）　韓国統計庁 国家統計ポータル（http://kosis.kr）。

　 2　支出項目別国内総生産（実質：2015年固定価格） （単位：10億ウォン）
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

最 終 消 費 支 出 1,054,900 1,086,839 1,120,029 1,161,543 1,198,557 1,169,402 1,217,943
民 間 804,812 825,676 848,589 875,578 894,075 849,072 879,770
政 府 250,088 261,162 271,429 285,893 304,190 319,321 336,971
総 固 定 資 本 形 成 481,002 512,635 562,777 550,387 538,654 552,730 566,887
建 設 投 資 239,801 263,725 282,925 269,787 265,228 264,056 260,147
設 備 投 資 142,434 146,179 170,276 166,289 155,328 166,302 180,076
知識財産生産物投資 98,767 102,731 109,421 114,242 117,747 122,422 127,280
民 間 409,153 435,881 484,337 469,848 448,779 460,382 479,292
政 府 71,849 76,753 78,410 80,475 89,634 92,098 87,402
在 庫 増 減 8,600 7,662 13,945 18,509 20,531 14,016 7,398
財・サービスの輸出 712,776 729,685 747,784 777,515 779,368 765,016 840,602
財・サービスの輸入 599,257 630,267 686,089 697,841 684,517 661,725 718,302
統 計 上 の 不 一 致 0 327 -1,130 -1,325 -1,433 200 1,686
国 内 総 生 産 1,658,020 1,706,880 1,760,812 1,812,005 1,852,666 1,836,881 1,910,745
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 2.8 2.9 3.2 2.9 2.2 -0.9 4.0
（出所）　表 1に同じ。

　 3　産業別国内総生産（実質：2015年固定価格） （単位：10億ウォン）
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業 33,225 31,353 32,060 32,109 33,373 32,054 32,932
鉱 業 2,145 2,296 2,205 2,042 1,916 1,912 2,010
製 造 業 441,134 451,294 468,070 483,530 488,935 484,649 516,471
電気・ガス・水道業 41,760 41,263 43,814 43,083 44,928 46,811 49,102
建 設 業 81,174 89,140 94,369 91,741 89,366 88,088 86,248
卸売・小売・飲食宿泊業 160,346 164,705 167,747 172,543 178,610 168,483 174,084
運 輸 ・ 保 管 業 58,500 58,714 60,289 62,522 63,574 53,954 56,762
金 融 ・ 保 険 業 88,258 89,948 93,709 99,000 102,360 111,654 118,423
不 動 産 ・ 賃 貸 業 122,198 126,461 129,307 133,423 135,309 137,650 138,307
情 報 通 信 業 69,789 73,517 75,814 79,246 82,894 85,521 90,644
事 業 サ ー ビ ス 141,919 145,077 147,950 153,605 157,572 156,898 161,333
公共行政・国防・社会保障 95,491 98,023 100,723 104,101 108,117 112,396 116,699
教 育 サ ー ビ ス 業 82,134 83,161 84,806 86,223 87,582 85,465 89,481
保健医療・社会福祉サービス 63,337 67,975 72,330 78,268 85,932 87,054 91,231
文化芸術・その他サービス 39,499 40,839 40,496 41,604 42,683 34,705 35,557
国 内 総 生 産（GDP）1,658,020 1,706,880 1,760,812 1,812,005 1,852,666 1,836,881 1,910,745
（出所）　表 1に同じ。



50

2021年　主要統計

　 4　国（地域）別貿易� （単位：100万ドル）
2018 2019 2020 2021

輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支
中 国 162,125 106,489 55,636 136,203 107,229 28,974 132,565 108,885 23,680 162,913 138,628 24,285
E U1） 57,676 62,296 -4,620 52,758 55,795 -3,036 47,510 55,141 -7,631 63,614 65,930 -2,316
日 本 30,529 54,604 -24,075 28,420 47,581 -19,161 25,098 46,023 -20,925 30,062 54,642 -24,580
ア メ リ カ 72,720 58,868 13,852 73,344 61,879 11,465 74,116 57,492 16,624 95,902 73,213 22,689
A S E A N 100,114 59,628 40,486 95,086 56,186 38,900 89,017 54,830 34,187 108,826 67,705 41,121
サウジアラビア 3,952 26,336 -22,384 3,697 21,841 -18,144 3,302 15,980 -12,678 3,325 24,271 -20,946
台 湾 20,784 16,738 4,046 15,666 15,718 -52 16,465 17,837 -1,372 24,285 23,486 799
香 港 45,996 1,997 43,999 31,913 1,780 30,133 30,654 1,540 29,114 37,467 2,247 35,220
シンガポール 11,782 7,974 3,808 12,768 6,660 6,108 9,828 8,438 1,390 14,149 10,691 3,458
ベ ト ナ ム 48,622 19,643 28,979 48,178 21,072 27,106 48,511 20,579 27,932 56,729 23,966 32,763
イ ン ド 15,606 5,885 9,721 15,096 5,565 9,531 11,937 4,901 7,036 15,603 8,056 7,547
オーストラリア 9,610 20,719 -11,109 7,891 20,608 -12,717 6,189 18,707 -12,518 9,750 32,918 -23,168
ド イ ツ 9,373 20,854 -11,481 8,686 19,937 -11,251 9,576 20,681 -11,105 11,110 21,996 -10,886
対 世 界 604,860 535,202 69,658 542,233 503,343 38,890 512,498 467,633 44,865 644,400 615,093 29,307
（注）　受理日基準の数値。 1）2020年以降の EUにはイギリスは含まれない。
（出所）　韓国貿易協会ウェブサイト（http://www.kita.net）。

　 5　国際収支� （単位：100万ドル）
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

経 常 収 支 105,119 97,924 75,231 77,467 59,676 75,902 88,302
商 品 収 支 120,275 116,462 113,593 110,087 79,812 80,605 76,207
サ ー ビ ス 収 支 -14,626 -17,338 -36,734 -29,369 -26,845 -14,670 -3,108
第 一 次 所 得 収 支 4,455 4,567 5,337 4,902 12,856 13,487 19,328
第 二 次 所 得 収 支 -4,985 -5,767 -6,965 -8,153 -6,147 -3,519 -4,125
金 融 勘 定1） 102,957 99,925 84,516 76,473 59,027 81,383 76,780
直 接 投 資 19,583 17,785 16,157 26,038 25,605 26,068 44,000
証 券 投 資 49,530 66,970 57,853 47,421 42,377 41,745 19,608
派 生 金 融 商 品 1,791 -3,440 -8,253 -1,502 6,233 4,871 -1
そ の 他 投 資 20,001 10,995 14,403 -12,978 -16,654 -8,692 -1,213
準 備 資 産 増 減 12,053 7,615 4,357 17,496 1,466 17,392 14,387
資 本 移 転 等 収 支 -60 -46 -27 317 -169 -386 -154
誤 差 ・ 脱 漏 -2,101 2,048 9,312 -1,310 -480 5,867 -11,368
（注）　IMF国際収支マニュアル第 ₆版に基づく。金融勘定と資本移転等収支の符号は（＋）は資本流出，
（－）は資本流入を意味する。 1）各勘定の数値は純資産ベースでの増減を表す。

（出所）　表 1に同じ。

　 6　国家財政� （単位：兆ウォン）
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

総 収 入 339.2 371.3 403.8 438.3 443.9 446.6 537.6
総支出・純融資 339.4 354.4 379.8 407.1 455.9 517.8 568.0
経 常 支 出 296.2 310.0 332.7 360.2 387.1 455.1 502.1
資 本 支 出 34.3 32.6 31.0 29.4 49.6 34.9 35.8
純 融 資 8.8 11.7 16.1 17.5 19.2 27.8 30.1
統合財政収支 -0.2 16.9 24.0 31.2 -12.0 -71.2 -30.4
管理財政収支 -38.0 -22.7 -18.5 -10.6 -54.4 -112.0 -90.5
（出所）　韓国企画財政部ウェブサイト（http://www.mosf.go.kr）。


